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高業績HRMが管理栄養士の顧客志向行動に与える影響
――学習志向とプロアクティブ行動の媒介効果――

松　尾　　　睦

1. 理論的背景

「顧客ニーズの評価や意思決定を支援する
サービス」である顧客志向行動（customer-

oriented behavior）は，マーケティング・コン
セプトを個人レベルで実践する行為である
（Hoffman & Ingram, 1992）。従来の研究による
と，顧客志向行動は，顧客満足を高めること
で，組織と顧客の長期的な関係構築を促すと言
われている（Dimitriades, 2007）。また，顧客
志向行動は，従業員自身の職務態度を通して，
組織全体の業績を向上させる効果がある
（Ferdous, Polonsky, & Bednall, 2021）。これま
で，顧客志向行動の規定要因は，組織的公正
（Kim, Moon, Han, & Tikoo, 2004），組織的な
プライド（Kraemer,  Weiger,  Gouthier,  & 

Hammerschmidt, 2020），リーダーシップ（Wu, 

Tse, Fu, Kwan, & Liu, 2013）等の観点から検討
されてきた。しかし，従業員の行動に強い影響
を与える人的資源管理制度の効果は分析されて
こなかった。
そこで本研究は，高業績人的資源管理システ
ム（h i g h  p e r fo r m a n c e  h u m a n  re s o u rc e 

management system：以下，高業績 HRMシス
テム）が顧客志向行動に与える影響を検討す
る。高業績 HRMシステムとは，従業員のス
キル，コミットメント，生産性を高めるために
設計された，人的資源管理に関する施策の総体
を指し，採用，教育訓練，業績評価，報酬等を
含む（Becker & Huselid, 1998; Datta, Guthrie, 

& Wright, 2005; Huselid, 1995；竹内・竹内，

2010）。この概念は，従業員を「コストではな
く競争優位の源泉」とみなすという思想・前提
に基づいている（Becker & Huselid, 1998）。先
行研究においても，高業績 HRMシステムは，
従業員の職務満足，職務関与，組織市民的行
動，レジリエンス，知識共有，イノベーショ
ン，業績を高め，離職意向を抑制することが報
告 さ れ て い る（Alfes, Shantz, & Truss, 2012; 

Bhatti, Zakariya, Vrontis, Santoro, & Christofi, 

2021; Cooke, Cooper, Bartram, Wang, & Mei, 

2019；竹内・竹内，2010）。これに対し，優れ
たサービスを提供するためには，人的資源管理
等の組織的な支援システムが欠かせない点が指
摘されているにもかかわらず（Heskett, Jones, 

Loveman, Sasser, & Schlesinger, 1994），高業績
HRMシステムが従業員の顧客志向行動に与え
る影響については十分に検討されていないのが
現状である（Hogreve, Iseke, & Derfuss, 2021）。
ここで考慮すべきことは，高業績 HRMシ
ステムが顧客志向行動を促進する際に，何らか
の媒介変数が存在する可能性である。例えば
Becker and Huselid （1998）は，人的資源管理
システムのデザインは，従業員のスキルやモチ
ベーションを媒介して，生産性・創造性・業績
を向上させると主張している。本研究は，高業
績 HRMシステムと顧客志向行動を結びつけ
る 要 因 と し て， 学 習 志 向（learning goal 

orientation）とプロアクティブ行動（proactive 

behavior）に着目した。なぜなら，自身の能力
を向上さることを重視する目標志向性である学
習志向は，個人の行動を学習関連の活動に方向
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づけ，内発的動機づけを高め，自己調整・自己
改善活動を促すからである（Bouffard, Boisvert, 

Vezeau, & Larouche, 1995; Dweck, 1986; Grant 

& Dweck, 2003; Janssen & Prins, 2007）。一方，
率先して自分自身や状況を変えるための行為で
あるプロアクティブ行動は（Crant, 2000），予
測・ 計 画・ 行 為 か ら 構 成 さ れ（Grant & 

Ashford, 2008），従業員の満足，組織コミット
メント，社会的ネットワーク，業績を高めるこ
とが報告されている（Fuller, Marler, Hester, & 

Otondo, 2015; Grant, Parker, & Collins, 2009; 

Thomas, Whitman, & Viswesvaran, 2010）。本研
究は，高業績 HRMシステムによって，個人
の行動を学習や改善に方向づける目標志向性で
ある学習志向や，主体的な業務改善活動である
プロアクティブ行動が喚起されることで，顧客
志向行動が促進されると考えた。これまで個別
に分析されることが多かった組織的および個人
的な規定要因（e.g., Kim et al., 2004; Kraemer 

et al., 2020; Wu et al., 2013）を組み合わせるこ
とで，顧客志向行動を説明しようとする点に本
研究の特徴および学術的な意義があると思われ
る。
このモデルを検討する上で，本研究は，分析
対象として管理栄養士に焦点を当てた。その理
由は，高齢化が進み生活習慣病が増加している

我が国において，人々の健康を保持・増進し，
傷病者へ適切な栄養指導や栄養補給を行う管理
栄養士の役割がますます高度化・複雑化してい
るからである（川田・久保・丸山・神田・石
田，2012；寺本，2008）。具体的には，栄養管
理や栄養サポート・マネジメントに診療報酬・
介護報酬が加算されたことに伴い，管理栄養士
は，利用者の栄養をアセスメントするために，
高度な観察力・対話力が求められている（朝
見・奥村・木村・長幡・永井，2019；川上他，
2008）。こうした状況で働く管理栄養士には，
レベルの高い顧客志向行動の実施が期待される
とともに，人的資源管理面での支援が必要であ
ると考えられる。

2. 研究モデルと仮説

上記の議論に基づき，本研究は，図 1に示
すような研究モデルを提示する。このモデルは
高業績 HRMシステムが直接的に，また，学
習志向およびプロアクティブ行動を通して間接
的に顧客志向行動を促すことを想定している。
高業績 HRMシステムは，従業員の能力やモ
チベーションを向上させるためにデザインされ
た報酬・評価・教育制度等を通して（Alfes et 

al., 2012; Cooke et al., 2019），職務改善に必要な

高業績HRM
システム 学習志向

プロアクティブ
行動

顧客志向行動

図 1　研究モデル
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職務資源（job resources: Bakker & Demerouti, 

2017）を提供していることから，以下のような
仮説を立てた。

仮説 1： 高業績 HRMシステムは顧客志向行
動にポジティブな影響を与えてい
る。

仮説 2： 高業績 HRMシステムはプロアク
ティブ行動にポジティブな影響を与
えている。

仮説 3： 高業績 HRMシステムは学習志向に
ポジティブな影響を与えている。

さらに，高業績 HRMシステムは，競争優
位の源泉として，従業員のスキル，コミットメ
ント，生産性を高めるために設計されたもので
あるため（Becker & Huselid, 1998; Datta et al., 

2005; Huselid, 1995），自身の能力向上を重視し，
学習関連の行動へと方向づける学習志向
（Dweck, 1986; Grant & Dweck, 2003）を媒介し
て，顧客を支援する行動や，職務改善行動が促
されると予想できる。そこで，以下のような仮
説を立てた。

仮説 4： 高業績 HRMシステムは学習志向を
媒介して，顧客志向行動にポジティ
ブな影響を与えている。

仮説 5： 高業績 HRMシステムは学習志向を
媒介して，プロアクティブ行動にポ
ジティブな影響を与えている。

上述したように，高業績 HRMシステムは，
従業員の仕事へのコミットメントや生産性を向
上させることを重視しているため（Becker & 

Huselid, 1998; Datta et al., 2005; Huselid, 1995），
職務を改善するためのプロアクティブ行動
（Grant & Ashford, 2008）が促され，その結果
として，顧客満足を高める行動につながると考
えられる。そこで，以下のような仮説を立て
た。

仮説 6： 高業績 HRMシステムはプロアク
ティブ行動を媒介して，顧客志向行
動にポジティブな影響を与えてい
る。

仮説 5と仮説 6を合わせて考えると，高業績
HRMシステムによって，従業員の学習志向が
高まり，その影響でプロアクティブ行動が喚起
され，結果的に顧客志向行動が促進されるとい
う関係が想定できる。そこで，以下のような仮
説を立てた。

仮説 7： 高業績 HRMシステムは学習志向お
よびプロアクティブ行動を媒介し
て，顧客志向行動にポジティブな影
響を与えている。

3. 方法

3.1　調査手続きとデータ特性
データを収集するために，インターネット調
査会社に登録している管理栄養士に対して質問
紙調査を実施し，200名から回答を得た。その
うち，職位が不明である回答者，および休職中
の回答者を除いた 188名の回答を分析対象とし
た。回答者の所属先は，医療・介護施設（慢性
期病院，急性期病院，特別養護老人ホーム，介
護老人保健施設，その他介護施設等）が全体の
66.0％を占めており，その他の組織（幼稚園・
保育園，小学校・中学校・高校，専門学校・短
期大学・大学，薬局・ドラッグストア，その
他）が 34.0％であった。管理栄養士の資格取
得後の経験年数は平均 12.8年（標準偏差 8.66

年），平均年齢は 37.6歳（標準偏差 9.67歳）
であり，91.0％が女性であった。回答者の職位
は，スタッフレベル 77.7％，主任・係長
18.1％，課長 2.1％，副部長 0.5％，部長 1.6％
であった。
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3.2　測定尺度
全ての項目は，5ポイントのリッカート尺度
によって測定された（「とてもそう思う⑤⇔①
全くそう思わない」）。高業績 HRMシステム
は，Alfes et al. （2012）によって開発された 9

項目から成る尺度によって測定した。サンプル
項目は「能力開発について十分な機会が与えら
れている」「人材を採用するために，しっかり
とした選抜方法がとられている」「受けている
報酬は，自分の業績に見合ったものである」
「人事評価では，自分の強みと弱みを適切に評
価してくれる」などである。
学習志向は，Button, Mathieu and Zajac（1996）
によって開発された 5項目から成る尺度によっ
て測定した。サンプル項目は，「新しく学ぶこ
とを要求される仕事をすることが好きである」
「私の能力の幅を広げる機会を大切にしている」
などである。
プロアクティブ行動は，Griffin, Neal and 

Parker （2007）によって開発された 6項目から
成る尺度によって測定した。サンプル項目は
「重要な業務の進め方について改善案を出して
いる」「チームのパフォーマンスを高めるため
の新しい方法を開発している」などである。
顧客志向行動は，Peccei and Rosenthal （1997）
によって開発された 6項目から成る尺度によっ
て測定した。サンプル項目は「私は，顧客を満
足させるために一生懸命努力している」「どん
なときも，私は一人ひとりの顧客のために尽く
している」「少し無理をしてでも，私は顧客に
尽くすことがよくある」といった項目から構成

されている。
統制変数は，性別（1＝男性，2＝女性），経
験年数（管理栄養士の資格取得後の経験年数），
職位（1＝スタッフ，2＝主任・係長，3＝課長，
4＝副部長，5＝部長），所属組織（1＝医療福祉
分野，2＝その他）を，学習志向，プロアク
ティブ行動，顧客志向行動に対する独立変数と
して，モデルに組み込んだ。

4. 分析結果

記述統計と相関表，および各変数についての
Cronbachの α係数，CR，AVEは表 1に示し
た通りである。α係数および CRは基準となる
0.7（Nunnally, 1978）を超えているため，測定
の信頼性は高いと考えられる。また，AVEも
基準の 0.5（Bagozzi & Yi, 1988）を上回ってい
ることから，収束妥当性を確認することができ
た。さらに，確証的因子分析を実施したところ
（χ2＝400.078, df＝293, p < .001），モデルの適合
度は，CFI＝0.92，RMSEA＝0.04，SRMR＝0.06

であり，従来の基準（Hu & Bentler, 1999; Lane, 

Butts, & Michels, 2006）から考えて，弁別妥当
性に関する問題はないといえる。
共分散構造分析の結果は，表 2および図 2
に示した通りである。これらの結果を見ると，
高業績 HRMシステムはプロアクティブ行動
（.33, p < .001）と学習志向（.51, p < .001）にポ
ジティブな影響を与えていたが，顧客志向行動
に対しては有意な影響を与えていなかった（.07, 

ns）。したがって，仮説 2と仮説 3は支持され

表 1　記述統計および相関表
変数 Mean SD α CR AVE 1 2 3 4 5 6 7

1. 性別 1.91 .29 - - -

2. 経験年数 12.73 8.63 - - - -.01

3. 職位 1.36 .69 - - - -.24 ** .27 ***

4. 所属組織 1.34 .48 - - - .15 * .03 -.09

5. 高業績 HRMシステム 3.03 .81 .91 .92 .55 -.03 .09 .12 -.06

6. 学習志向 3.67 .78 .88 .88 .60 -.12 .07 .17 * -.06 .48 ***

7. プロアクティブ行動 3.42 .75 .92 .92 .66 -.09 .11 .17 * -.08 .57 *** .59 ***

8. 顧客志向行動 3.56 .72 .89 .89 .56 -.09 .15 * .18 * -.53 .55 *** .70 *** .79 ***

注：* p < .05; ** p < .01; *** p < .001. α = Cronbachʼs alpha. CR = Composite reliability. AVE = Average variance extracted.
　　性別（1＝男性，2＝女性）。職位（1＝スタッフ，2＝主任・係長，3＝課長，4＝副部長，5＝部長）。所属組織（1＝医療福祉，2＝その他）。
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表 3　ブートストラップ分析による間接効果の分析結果

間接効果 標準化
推定値

標準
誤差 p

95％信頼区間
仮説

下限 上限

HRM → LO → COB .18 .04 *** .09 .28 仮説 4

HRM → LO → PB .23 .05 *** .14 .34 仮説 5

HRM → PB → COB .20 .05 *** .11 .32 仮説 6

HRM → LO → PB → COB .14 .03 *** .09 .21 仮説 7

注： HRM＝高業績 HRMシステム，LO＝学習志向，PB＝プロアクティブ行動，COB＝顧客
志向行動。ブートストラップサンプル数＝2000。*** p < .001.

表 2　共分散構造分析の結果
因果パス 標準化推定値 t値

高業績 HRMシステム → 学習志向 .51 7.10 ***

高業績 HRMシステム → プロアクティブ行動 .33 3.97 ***

学習志向 → プロアクティブ行動 .46 4.92 ***

高業績 HRMシステム → 顧客志向行動 .07 1.07

学習志向 → 顧客志向行動 .35 3.70 ***

プロアクティブ行動 → 顧客志向行動 .61 7.35 ***

統制変数の影響
性別 → 学習志向 -.08 -1.72

経験年数 → 学習志向 .01 .02

職位 → 学習志向 .13 2.08 *

所属組織 → 学習志向 .18 2.89 **

性別 → プロアクティブ行動 .01 .03

経験年数 → プロアクティブ行動 .04 .73

職位 → プロアクティブ行動 .06 .80

所属組織 → プロアクティブ行動 .01 .13

性別 → 顧客志向行動 .01 .26

経験年数 → 顧客志向行動 .07 1.64

職位 → 顧客志向行動 .01 .08

所属組織 → 顧客志向行動 .08 1.68

注：χ2＝692.10（df＝385, p < .001）, CFI＝.91, SRMR＝.06, RMSEA＝.07.
　　* p < .05, ** p < .01, *** p < .001

高業績HRM
システム 学習志向

プロアクティブ
行動

顧客志向行動

.51***

.33***

.46***

.61***

.35***

.07

注：実線の矢印は統計的な有意な関係を，点線の矢印は有意ではない関係を意味している。***　<.001.
　　性別，経験年数，職位，所属組織は統制済。

p

図 2　研究モデルと共分散構造分析の結果
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たが，仮説 1は支持されなかった。
仮説で設定した 4つの間接効果を，ブートス
トラップ分析（サンプル数 2000）によって検
証したところ（表 3），全ての間接効果が有意
であったことから，仮説 4から仮説 7は支持さ
れた。すなわち，高業績 HRMシステムは，
①学習志向を媒介して，顧客志向行動にポジ
ティブな影響を（.18, p < .001, 95％ CI ［.09, 

.28］），②学習志向を媒介して，プロアクティ
ブ行動にポジティブな影響を（.23, p < .001, 

95％ CI ［.14, .34］），③プロアクティブ行動を
媒介して，顧客志向行動にポジティブな影響を
（.20, p < .001, 95％ CI ［.11, .32］），④学習志向
およびプロアクティブ行動を媒介して，顧客志
向行動にポジティブな影響を与えていた（.14, 

p < .001, 95％ CI ［.09, .21］）。
以上の分析結果が示唆しているのは，高業績

HRMシステムは，顧客志向行動を直接的に高
めるのではなく，学習志向やプロアクティブ行
動を活性化することで，間接的に顧客志向行動
を高めているということである。

5. 考察

本研究は，従来十分に検討されてこなかっ
た，高業績 HRMシステムが顧客志向行動に
与える効果を，高度な能力が要求される専門職
である管理栄養士を対象に検討した。以下で
は，主な発見事実，理論的なインプリケーショ
ン，実践的インプリケーション，研究の限界と
今後の課題について議論する。

5.1　理論的インプリケーション
第 1に，高業績 HRMシステムは，直接的
ではなく，学習志向やプロアクティブ行動を通
して間接的に顧客志向行動を促していることが
明らかになった。これは，高業績 HRMシス
テムが，従業員のスキルやモチベーションを通
して生産性・創造性・業績を高めることを意図
してデザインされているためであると考えられ

る（Becker & Huselid, 1998）。従来の顧客志向
行動研究では，組織的・個人的な規定要因が個
別に検討されてきたのに対し（e.g., Kim et al., 

2004; Kraemer et al., 2020; Wu et al., 2013），本
研究は，これまで検討されてこなかった高業績
HRMシステムに加えて，学習志向やプロアク
ティブ行動という個人要因を組み合わせる形で
顧客志向行動を説明した点に学術的な意義があ
るといえる。
第 2に，高業績 HRMシステムは，学習志
向を媒介して顧客志向行動を促していたが，こ
れは「従業員をコストではなく競争優位の源泉
とみなす」という高業績 HRMシステムの思
想（Becker & Huselid, 1998）が機能しているこ
とを示している。先行研究においても，高業績
HRMシステムは，従業員の職務満足，組織市
民的行動，知識共有，イノベーション，業績を
高めることが報告されているが（Alfes et al., 

2012; Bhatti et al., 2021; Cooke et al., 2019；竹
内・竹内，2010），学習志向がこうした関係の
背後に働いている可能性がある。なお，学習志
向の組織的な規定因研究が十分に解明されてい
ない点を考慮すると（Vandewalle, Nerstad, & 

Dysvik, 2019），高業績 HRMシステムが学習
志向を促していたことは，理論的に重要な発見
であると考えられる。
第 3に，高業績 HRMシステムが，プロア
クティブ行動を媒介して顧客志向行動を促して
いたという結果は，状況を変えるための予測・
計画・行為が（Grant & Ashford, 2008），顧客
を満足させ，サービスを改善するために有効で
あることを示している。これまで，プロアク
ティブ行動は，従業員満足，組織コミットメン
ト，社会的ネットワーク等を促すことが確かめ
られているが（Fuller et al., 2015; Grant et al., 

2009; Thomas et al., 2010），顧客志向行動との
関係を確認したのは本研究が初めてであると思
われる。
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5.2　実践的インプリケーション
上記の発見事実に基づき，実践的なインプリ
ケーションについて述べたい。第 1に，人事マ
ネジャーは，高業績 HRMシステムを整備し
たからといって，自動的に顧客志向行動が高ま
るわけではないことを認識する必要がある。そ
うしたシステムが，従業員の学びの意欲や自主
的な改善活動と結びついて，はじめて顧客を満
足させようとする行動が喚起されるのである。
第 2に，高業績 HRMシステムによって，

能力向上を目的とする学習志向を高めるために
は，システムに含まれる採用，教育訓練，業績
評価，報酬（Becker & Huselid, 1998; Datta et 

al. 2005; Huselid, 1995；竹内・竹内，2010）を
学習の観点からデザインする必要があるだろ
う。具体的には，学習志向の高い人材を採用
し，学習意欲を高めるような教育訓練を提供
し，能力向上に対して評価・処遇するような人
事・給与システムを導入することで，従業員の
学習志向を促すことができると考えられる。
第 3に，顧客志向行動に含まれている「サー
ビス改善行動」（Peccei & Rosenthal, 1997）を
より強化するために，主体的・自主的な改善活
動であるプロアクティブ行動を奨励することが
重要となる。例えば，教育訓練によって改善の
方法論を教えたり，主体的・自主的な改善活動
を評価基準に組み込んだ上で，処遇に反映させ
ることが有効であろう。

5.3　研究の限界と今後の課題
最後に，本研究の限界と今後の課題について
述べたい。まず，本研究は，高度な能力を要求
される専門職として管理栄養士に焦点を当てた
が，同様な専門職として，医師，看護師，薬剤
師等の医療専門職が存在する。発見事実を一般
化するためにも，国内外の様々な専門家を対象
に調査を実施し，本研究のモデルを検証する必
要があるだろう。また，本研究は，高業績
HRMシステムを 1次元尺度で測定したが，
HRMを多次元としてとらえることにより，ど

のような人的資源サポートをすべきかに関する
具体的な知見が得られると考えられる。
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